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ライフサイクルコスト（LCC）の算出 

 

第１項 ライフサイクルコスト（LCC）の算出条件等 

 

（１）ライフサイクルコスト（LCC）の算出方針 

補修サイクル（表 3-7-1）、概算工事費単価（表 3-7-2）により、今後 100 年間のライ

フサイクルコスト（LCC）を算出した。 

 

表 3-7-1 補修サイクル 

部位 材料 影響 
補修サイクル 

予防保全型 事後保全型 

主桁・横桁 

コンクリート 
基本 30 40 

塩害 20 27 

鋼 
基本 20 27 

塩害 15 20 

床版 
コンクリート 

基本 30 40 

大型車少 40 52 

大型車多 20 27 

鋼  20 27 

下部工 コンクリート  30 40 

支承 コンクリート・鋼 
基本 30 40 

塩害 20 27 

舗装 アスファルト  20 27 

伸縮装置 
鋼  30 40 

ゴム  15 20 

高欄 コンクリート・鋼  30 40 

防護柵 コンクリート・鋼  30 40 

地覆・縁石 コンクリート  30 40 

排水施設 鋼  30 40 

   ※灰色：本計画では適用していない補修サイクル 
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表 3-7-2 概算工事費単価 

部位 材質 工法 
補修単価（円） 

単位 健全度Ⅲ 健全度Ⅰ・Ⅱ

主桁・横桁 
コンクリート 

断面修復 ㎡ 93,300 93,300 

樹脂注入 ｍ 23,600 23,600 

鋼 塗装塗替え ㎡ 39,000 39,000 

床版 
コンクリート 

断面修復 ㎡ 93,300 93,300 

PC 床版取替工 ㎡ 380,000 0 

炭素繊維接着 ㎡ 78,000 0 

樹脂注入 ｍ 0 23,600 

鋼 塗装塗替え ㎡ 39,000 39,000 

下部工 コンクリート 

断面修復 ㎡ 93,300 93,300 

樹脂注入 ｍ 23,600 23,600 

洗掘防止工 基 798,000 0 

支承 

コンクリート 打ち替え 基 18,000 18,000 

鋼 
金属溶射 基 260,000 260,000 

取替工 基 1,150,000 0 

舗装 アスファルト 橋面防水・打ち替え ㎡ 18,700 18,700 

伸縮装置 
鋼 取り替え・（非排水化） ｍ 438,800 438,800 

ゴム 取り替え・（非排水化） ｍ 219,400 219,400 

高欄 
コンクリート 

断面修復 ㎡ 93,300 93,300 

樹脂注入 ｍ 23,600 23,600 

鋼 部分取替 ｍ 129,500 129,500 

防護柵 
コンクリート 

断面修復 ㎡ 93,300 93,300 

樹脂注入 ｍ 23,600 23,600 

鋼 部分取替 ｍ 129,500 129,500 

地覆・縁石 コンクリート 断面修復 ㎡ 93,300 93,300 

排水施設 鋼 部分塗装 箇所 39,000 39,000 
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（２）橋梁更新サイクルの設定（事後保全型に適用） 

橋種別の更新サイクルを表 3-7-3 のように設定した。 

 

表 3-7-3 更新までの年数と橋種毎の更新単価 

橋梁種別 架け替え（更新）年数 橋面積当たりの架け替え費 

鋼橋 供用 60 年 823,000 円/㎡ * 橋面積 + 設計費（左式 * 15%） 

RC 橋 供用 75 年 737,000 円/㎡ * 橋面積 + 設計費（左式 * 15%） 

PC 橋 供用 75 年 737,000 円/㎡ * 橋面積 + 設計費（左式 * 15%） 

カルバート 供用 100 年 ※計算から算出 

（諸経費を含む） 

 

更新時期を求めるために必要な架設年次が不明な橋梁がある。この場合は以下により

架設年次を設定した。 

 

○一括で 1960 年 0 月 0日とした。 

 

 

 

（３）維持管理費用 

維持管理費用として、各橋梁の補修費用に定期点検費用と補修設計費用を含めた。 

1）定期点検費用 

定期点検費は表 3-7-4 による。 

 

表 3-7-4 定期点検費 

定期点検費 250,000 円/橋 

（諸経費を含む） 
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2）補修設計費用 

補修設計費用は、「橋梁補修設計業務積算歩掛」を基に積算条件を定め橋長別の補修

設計費を求めた。 

補修設計費用は以下の算出式による。 

 

 ｙ＝ 1501399.5ｘ^0.4  

ここで、 ｙ＝補修設計費用（円） （諸経費を含む） 

  ｘ＝橋長（ｍ） 

 

 

（４）架替え費用の算出 

1）橋面積当たり架替え費用 

橋面積当りの架け替え費用は、表 3-7-3 更新までの年数と橋種毎の更新単価に示す。 

 

2）カルバート（溝橋）の架替え費用 

カルバートの架替え費用は、「群馬県橋梁点検要領（平成 28 年度改訂版）P.88 1.1

群馬式定期点検の対象となる溝橋」に基づくカルバートのうち、橋長 2m以上 5m 未満の

範囲のボックスカルバートについて 1 ㎡当りの概算工事費を算出し、回帰分析により導

き出した内空面積との関係式から算定した。なお、橋梁定期点検結果にはカルバート内

空高の情報が無いため、内空の高さは便宜的に支間長から求めることし、内空面積は支

間長×高さとした。 

架替え費用の算出に用いたカルバートの断面寸法は、「土木構造物標準設計 1（一社 

全日本建設技術協会）」の土被り 1.0m 以下を参考にした。 

また、カルバートの設計費用は、一箇所当り 2,500,000 円とした。 

ボックスカルバートの架替え費用は以下の算出式による。 

 

 ｙ＝（ 6222ｘ ＋ 161766 ）× 橋面積 ＋ 2500000  

ここで、 ｙ＝架替え費用（円） （諸経費を含む） 

  ｘ＝内空面積（＝支間長×高さ）（㎡） 

      高さ＝2.00＋0.375×支間長－0.75（ｍ） 

 

 

 

第２項 ライフサイクルコスト（LCC）の算出結果 

 

橋梁毎の補修に要する概算工事費を表 3-7-5 に示し、ライフサイクルコスト（LCC）を表

3-7-6 に示す。また、その内訳を表 3-7-7 に示す。  
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表 3-7-5 概算工事費(1回当たり) 
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表 3-7-6 ライフサイクルコスト 
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３－83 
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表 3-7-7 ライフサイクルコストの内訳 
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予算制約による平準化 

 

対策優先度及び補修費用や架替え費用を反映し、予算（26,000 万円）に合わせた補修費

用の平準化を行った。 

平準化は、橋梁の部材単位で行うこととし、初めに補修年毎に補修を行う橋梁の部材を

収集した。次に部材を以下の項目で並び替えを行い、補修の優先順位を定めた。 

①主要部材優先 

②サイクル 1回目[優先]：異動年数（先送りした年数）（多い部材を優先） 

 サイクル 2回目以降 ：健全度Ⅳに至る残り年数（少ない部材を優先） 

③対策区分の優先順位 

④部材優先度 

⑤健全度Ⅲ以上二次部材有無（主要部材の場合のみ） 

⑥路線重要度 

⑦橋梁面積 

これを基に、補修の優先順に部材の補修費用の集計を行った。なお、主要部材の補修を

含んだ補修費用の集計が長寿命化計画年間予算内に収まる場合、同橋梁の健全度Ⅲ以上の

二次部材の補修を補修費用の集計に含めるものとした。さらに、主要部材を全て補修して

長寿命化計画年間予算が余った場合、健全度Ⅲ以上の二次部材の補修を補修費用の集計に

含めることとした。 

また、補修費用の集計が年間予算を超えた場合、その部材以降の部材全ての補修年を先

送りまたは前倒しした。この手順を補修年全てで行い、補修費用の平準化を行った（図 3-

8-1）。 

先送り・前倒しによる平準化のイメージを図 3-8-2 に示す。 
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図 3-8-1 平準化手順（補修年毎） 

 

 

  

手順(1) 補修を行う橋梁部材を収集 

手順(2) 以下の項目で優先順位を設定 

    ①主要部材優先 

②サイクル 1 回目[優先]：異動年数（先送りした年数）（多い部材を優先）

 サイクル 2 回目以降 ：健全度Ⅳに至る残り年数（少ない部材を優先）

③対策区分の優先順位 

④部材優先度 

⑤健全度Ⅲ以上二次部材有無（主要部材の場合のみ） 

⑥路線重要度 

⑦橋梁面積 

手順(3) 優先順に部材の補修費用を集計 

手順(4) -1 主要部材の補修を含んだ集計が年間予算内の場合、 

同橋梁の健全度Ⅲ以上の二次部材の補修を集計に含める 

手順(4) -2 主要部材を全て補修して年間予算が余る場合 

      健全度Ⅲ以上の二次部材の補修を集計に含める 

手順(4) -3 補修費用の集計が年間予算を超えた場合、 

      部材の補修年を先送りまたは前倒し 
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図 3-8-2 先送り・前倒しによる平準化イメージ 
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平準化前後の事業費用及び健全性の推移を、図 3-8-3、3-8-4 に示す。 

 

 

 

 

 

図 3-8-3 事業費用及び健全性の推移（平準化前） 
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図 3-8-4 事業費用及び健全性の推移（平準化後） 
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長寿命化修繕計画による効果 

 

長寿命化修繕計画による 100 年間でのコスト縮減効果は「約 408 億円」である。 

 

計画対象橋梁 628 橋について「事後保全型」の維持管理による今後 100 年間の費用は、

“約 687 億円”となる。一方、「予防保全型」維持管理を実施した場合の今後 100 年間の費

用は“約 279 億円”となる。よって、長寿命化修繕計画により、“約 408 億円”のコスト縮

減効果が見込まれる。 

 

 

 

図 3-9-1 20 年毎の事業費比較図 

 

※予防保全型は、事後保全型と予防保全型を比較し安価な方法を選択 
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費用縮減に関する検討 

 

第４節 集約化撤去の方針、第６節 新技術等の活用方針での検討事項を基に、費用縮減

に関する検討を行う。 

 

第１項 集約化撤去によるコスト縮減効果 

 

第４節の検討結果について、コスト縮減効果を整理する。ここでは、第４節で抽出した

3橋それぞれに対して、コスト縮減効果の整理を行った。 

 

表 3-10-1 集約化・撤去によるコスト縮減効果（100 年間） 

 
 

 

費用縮減効果（長期的） 

上表に示す通り、橋梁の集約化・撤去を行うことで、撤去に係る費用以外、一切の

維持管理費が不要となるため、ライフサイクルコストの約 9 割程度を縮減することが

期待できる。なお、仮に上記 3 橋を全て撤去する場合、100 年間で約 1.7 億円のコス

ト縮減効果が期待できる。 

対象とする橋梁は、健全性や規模、利用状況などを総合的に勘案し、地域住民との

合意が得られたものに対して集約化・撤去に向けた具体的な検討を実施する。 

 

短期的な数値目標 

抽出した上記 3橋のうち、令和 11 年度までの 5年間で、迂回路が確保でき、周辺道

路を改修することで利用者の利便性が損なわれない橋梁に対し、地域住民との協議を

行った上で、2橋程度の集約化・撤去の検討を実施する。 

なお、仮に上記 2 橋を撤去する場合、令和 11 年度までの 5 年間で、約 50 万円（定

期点検費用）のコスト縮減効果が期待できる。 

 

  

縮減金額 縮減率
243 3-21橋 鋼橋 13.74 ｍ 4.70 ｍ 64.6 ㎡ 9,880 千円 90,510 千円 80,630 千円 89%
317 染歯橋 RC橋 9.50 ｍ 2.45 ｍ 23.3 ㎡ 3,649 千円 47,241 千円 43,592 千円 92%
580 日向前4号橋 鋼橋 8.07 ｍ 2.45 ｍ 19.8 ㎡ 3,028 千円 44,687 千円 41,659 千円 93%

No 橋梁名 橋種
橋面積全幅員橋長

②撤去費用
（工事費+設計費）

③予防保全型の

維持管理費(LCC)

④コスト縮減効果①橋梁規模
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第２項 定期点検時の新技術活用によるコスト縮減効果 

 

第６節の検討結果について、コスト縮減効果を整理する。具体的には、定期点検 1巡分

の短期的なコスト縮減効果と、今後100年間の長期的なコスト縮減効果について検討する。 

 

（１） 短期的なコスト縮減効果 

ここでは、定期点検 1 巡分（約 5 年間）の新技術活用によるコスト縮減効果を整理す

る。 

まず、第６節において、コスト縮減効果を確認した、グループ A～Cの新技術活用によ

るコスト縮減効果を整理し、その後、定期点検費用全体のコスト縮減効果を検討した。 

 

 

表 3-10-2 定期点検一巡分のコスト縮減効果（グループ A） 

 

 

表 3-10-3 定期点検一巡分のコスト縮減効果（グループ B） 

 

 

表 3-10-4 定期点検一巡分のコスト縮減効果（グループ C） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①グループ A
②橋梁数 2 橋
③従来点検方法の金額（計画上） 円/橋　　× 2 橋　　＝ 円
④新技術による金額（計画上） 円/橋　　× 2 橋　　＝ 円
⑤縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑥縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 36 ％

160,638 321,275
500,000 321,275 178,725
178,725 500,000

250,000 500,000

①グループ B
②橋梁数 2 橋
③従来点検方法の金額（計画上） 円/橋　　× 2 橋　　＝ 円
④新技術による金額（計画上） 円/橋　　× 2 橋　　＝ 円
⑤縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑥縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 13 ％

500,000 436,965 63,035
63,035 500,000

500,000
218,482 436,965
250,000

①グループ C
②橋梁数 42 橋
③従来点検方法の金額（計画上） 円/橋　　× 42 橋　　＝ 円
④新技術による金額（計画上） 円/橋　　× 42 橋　　＝ 円
⑤縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑥縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 20 ％

8,407,035 2,092,965
2,092,965 10,500,000

250,000 10,500,000
200,168 8,407,035

10,500,000
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なお、全管理橋梁の定期点検に関するコスト縮減効果は以下の通りである。新技術活

用検討によるコスト縮減効果が得られなかった 582 橋については、従来の方法により点

検を行うものとして試算した。 

 

表 3-10-5 定期点検一巡分のコスト縮減効果（全管理橋梁） 

 

 

 

（２）長期的なコスト縮減効果 

今後も引き続き、5年に 1度の定期点検を実施すると仮定すると、100 年間では 1橋に

つき 20 回の定期点検を行うこととなり、100 年間で約 4,700 万円のコスト縮減が期待で

きる。 

 

表 3-10-6 100 年間のコスト縮減効果（全管理橋梁） 

 

 

費用縮減効果（長期的） 

健全性に問題が無く、点検費用が高額な 46 橋を対象に、新技術の活用検討を行うこ

とにより、点検費用を 1.5％程度縮減することができ、100 年間で約 4,700 万円のコス

ト縮減効果が期待できる。 

 

費用縮減効果（短期的） 

健全性に問題が無く、点検費用が高額な 46 橋を対象に、新技術の活用検討を行い、

令和 11 年度までの 5年間で、約 200 万円のコスト縮減を図る。 

 

  

①管理橋梁数 628 橋
②従来点検方法の金額（全橋） 円/橋　　× 628 橋　　＝ 円
③新技術による金額

グループA（2橋） ＝ 円
グループB（2橋） ＝ 円
グループC（42橋） ＝ 円
上記以外（582橋） 円/橋　　× 582 橋　　＝ 円

合計 円
④縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑤縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 1.49 ％

250,000 157,000,000

2,334,725 157,000,000

321,275
436,965

8,407,035
145,500,000250,000
154,665,275

157,000,000 154,665,275 2,334,725

①従来点検の100年間の点検費用 円/橋　　× 628 橋　　× 20 回　＝ 円
②新技術による100年間の点検費用

グループA（2橋） 円 × 20 回 ＝ 円
グループB（2橋） 円 × 20 回 ＝ 円
グループC（42橋） 円 × 20 回 ＝ 円
上記以外（582橋） 円 × 20 回 ＝ 円

合計 ＝ 円
④縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑤縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 1.49 ％

250,000

145,500,000 2,910,000,000
3,093,305,503

3,140,000,000 3,093,305,503 46,694,497
46,694,497 3,140,000,000

3,140,000,000

321,275 6,425,501
436,965 8,739,298

8,407,035 168,140,704
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第３項 補修工事の新技術活用によるコスト縮減効果 

 

定期点検と同様に、第６節の検討結果について、コスト縮減効果を整理する。補修工事

の新技術は、部材を延命化し、補修サイクルを延ばすことで、コスト縮減を目指すもので

ある。このため、5 年程度の短期的な期間では、大きなコスト縮減効果を発揮できず、長

期的なライフサイクルコストに着目して整理することが重要である。 

 

（１）鋼上部工の新技術活用検討によるコスト縮減効果 

表 3-10-7 鋼上部工のコスト縮減効果（100 年間） 

 

 

（２）コンクリート上部工/下部工の新技術活用検討によるコスト縮減効果 

表 3-10-8 コンクリート上部工/下部工のコスト縮減効果（100 年間） 

 

 

（３）伸縮装置の新技術活用検討によるコスト縮減効果 

表 3-10-9 伸縮装置のコスト縮減効果（100 年間） 

 

 

 

費用縮減効果 

上記の鋼上部工、コンクリート上部工、伸縮装置に関して新技術活用を行うことで、

100 年間で約 38 億円のコスト縮減が期待できる。 

なお、修繕工事においては、鋼橋の塗装塗替えやコンクリート部材の中性化に対す

る耐久性向上、伸縮装置の長寿命化などの新技術の採用を積極的に検討し、橋梁修繕

におけるライフサイクルコストの縮減を目指す。 

  

①部材名
②従来方法による補修工事金額 ＝ 千円
③新技術による補修工事金額 ＝ 千円
④縮減効果【金額】 千円　　－ 千円　＝ 千円
⑤縮減効果【率】 （ 千円　　÷ 千円） × 100 ＝ 40 ％

2,376,030 1,418,673 957,357

鋼上部工
2,376,030
1,418,673

957,357 2,376,030

①部材名
②従来方法による補修工事金額 ＝ 千円
③新技術による補修工事金額 ＝ 千円
④縮減効果【金額】 千円　　－ 千円　＝ 千円
⑤縮減効果【率】 （ 千円　　÷ 千円） × 100 ＝ 35 ％

5,436,298
3,558,258

コンクリート上部工/下部工

5,436,298 3,558,258 1,878,040
1,878,040 5,436,298

①部材名
②従来方法による補修工事金額 ＝ 千円
③新技術による補修工事金額 ＝ 千円
④縮減効果【金額】 千円　　－ 千円　＝ 千円
⑤縮減効果【率】 （ 千円　　÷ 千円） × 100 ＝ 15 ％1,012,891 6,623,797

6,623,797
伸縮装置

5,610,906
6,623,797 5,610,906 1,012,891
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第４項 点検調書作成の簡素化によるコスト縮減効果 

 

定期点検において最も時間を要するのは、調書作成である。近年、小規模かつ単純な形

式の橋梁（溝橋、15m 以下の単純 RC 床版橋、単純鋼 H桁橋）に対しては、簡易的な点検調

書へ移行し、点検調書の簡素化が進められている。本検討では、従来の点検調書を簡素化

することでの費用縮減効果を検討した。 

 

（１）短期的なコスト縮減効果 

溝橋、RC 床版橋、H 形鋼橋それぞれに対して、定期点検 1 巡分（約 5 年間）のコスト

縮減効果を整理する。 

 

①溝橋 

表 3-10-10 定期点検一巡分のコスト縮減効果（66 橋） 

 

 

表 3-10-11 溝橋 1 橋当りの費用内訳 

 

 

②RC 床版橋 

表 3-10-12 定期点検一巡分のコスト縮減効果（260 橋） 

 

 

表 3-10-13 RC 床版橋 1 橋当りの費用内訳 

 

①橋梁数 66 橋
②従来の点検費用（計画上） 円/橋　　× 66 橋　　＝ 円
③点検調書を簡素化した場合の点検費用（計画上） 円/橋　　× 66 橋　　＝ 円
④縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑤縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 28 ％

16,500,000
180,346 11,902,807

16,500,000 11,902,807 4,597,193

250,000

4,597,193 16,500,000

定期点検（2m＜L≦5m） 1 橋　× 40,348 円　＝ 40,348 円 定期点検（溝橋） 1 橋　× 28,856 円　＝ 28,856 円
※溝橋の平均橋長=3.4m

直接人件費 　　＝ 40,348 円 直接人件費 　　＝ 28,856 円
直接経費 　　＝ 0 円 直接経費 　　＝ 0 円

その他原価 　　＝ 19,434 円 その他原価 　　＝ 14,118 円
業務原価 　　＝ 59,782 円 業務原価 　　＝ 42,974 円

一般管理費 　　＝ 29,900 円 一般管理費 　　＝ 21,721 円
業務費用 　　＝ 89,682 円 業務費用 　　＝ 64,695 円

【 1.00 】 【 0.72 】

従来の点検費用 点検調書を簡素化した場合の点検費用

①橋梁数 260 橋
②従来の点検費用（計画上） 円/橋　　× 260 橋　　＝ 円
③点検調書を簡素化した場合の点検費用（計画上） 円/橋　　× 260 橋　　＝ 円
④縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑤縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 28 ％

65,000,000
180,346 46,889,844

65,000,000 46,889,844 18,110,156
18,110,156 65,000,000

250,000

定期点検（2m＜L≦5m） 1 橋　× 40,348 円　＝ 40,348 円 定期点検（RC床版橋） 1 橋　× 28,856 円　＝ 28,856 円
※RC床版橋の平均橋長4.8m

直接人件費 　　＝ 40,348 円 直接人件費 　　＝ 28,856 円

直接経費 　　＝ 0 円 直接経費 　　＝ 0 円

その他原価 　　＝ 19,434 円 その他原価 　　＝ 14,118 円
業務原価 　　＝ 59,782 円 業務原価 　　＝ 42,974 円

一般管理費 　　＝ 29,900 円 一般管理費 　　＝ 21,721 円
業務費用 　　＝ 89,682 円 業務費用 　　＝ 64,695 円

【 1.00 】 【 0.72 】

従来の点検費用 点検調書を簡素化した場合の点検費用
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③鋼 H形橋 

表 3-10-14 定期点検一巡分のコスト縮減効果（55 橋） 

 

 

表 3-10-15 鋼 H 形橋 1 橋当りの費用内訳 

 

 

 

なお、全管理橋梁の 1 巡分の定期点検に関するコスト縮減効果は以下の通りである。

通常の点検調書を作成する 247 橋については、従来通り、250,000 円/橋として算出する。 

 

表 3-10-16 点検一巡分のコスト縮減効果（全管理橋梁） 

 

 

 

 

  

①橋梁数 55 橋
②従来の点検費用（計画上） 円/橋　　× 55 橋　　＝ 円
③点検調書を簡素化した場合の点検費用（計画上） 円/橋　　× 55 橋　　＝ 円
④縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑤縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 41 ％

8,112,500
13,750,000 8,112,500 5,637,500

13,750,000
147,500
250,000

5,637,500 13,750,000

定期点検（5m＜L≦10m） 1 橋　× 53,900 円　＝ 53,900 円 定期点検（H形鋼橋） 1 橋　× 31,712 円　＝ 31,712 円
※鋼H形橋の平均橋長8.9m

直接人件費 　　＝ 53,900 円 直接人件費 　　＝ 31,712 円

直接経費 　　＝ 0 円 直接経費 　　＝ 0 円

その他原価 　　＝ 25,703 円 その他原価 　　＝ 15,221 円
業務原価 　　＝ 79,603 円 業務原価 　　＝ 46,933 円

一般管理費 　　＝ 39,544 円 一般管理費 　　＝ 23,418 円
業務費用 　　＝ 119,147 円 業務費用 　　＝ 70,351 円

【 1.00 】 【 0.59 】

従来の点検費用 点検調書を簡素化した場合の点検費用

①管理橋梁数 628 橋
②従来の点検費用（計画上） 円/橋　　× 628 橋　　＝ 円
③点検調書を簡素化した場合の点検費用（計画上）

溝橋（66橋） ＝ 円
RC床版橋（260橋） ＝ 円
H形鋼橋（55橋） ＝ 円
上記以外（247橋） 円/橋　　× 247 橋　　＝ 円

合計 円
④縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑤縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 18 ％

46,889,844
8,112,500

250,000 61,750,000

11,902,807

250,000 157,000,000

128,655,151
157,000,000 128,655,151 28,344,849
28,344,849 157,000,000
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（２）長期的なコスト縮減効果 

今後も引き続き、5年に 1度の定期点検を実施すると仮定すると、100 年間では 1橋に

つき 20 回の定期点検を行うこととなり、100 年間で約 5.7 億円のコスト縮減が期待でき

る。 

 

表 3-10-17 100 年間のコスト縮減効果（全管理橋梁） 

 
 

 

費用縮減効果（長期的） 

小規模且つ単純な形式の橋梁（溝橋、15m 以下の単純 RC 床版橋、単純鋼 H型桁

橋）のうち、健全性に問題が無い橋梁を対象に、点検調書作成の簡素化を行うことに

より、点検費用を約 2割近く縮減することができ、100 年間で約 5.7 億円のコスト縮

減効果が期待できる。 

 

費用縮減効果（短期的） 

上記対象橋梁 381 橋において、点検調書作成の簡素化を行い、令和 11 年度までの

5年間で、約 2,800 万円のコスト縮減を図る。 

  

①従来点検の100年間の点検費用 円/橋　　× 628 橋　　× 20 回　＝ 円
②点検調書を簡素化した場合の100年間の点検費用

溝橋（66橋） 円 × 20 回 ＝ 円

RC床版橋（260橋） 円 × 20 回 ＝ 円
H形鋼橋（55橋） 円 × 20 回 ＝ 円
上記以外（247橋） 円 × 20 回 ＝ 円

合計 ＝ 円
④縮減効果【金額】 円　　－ 円　＝ 円
⑤縮減効果【率】 （ 円　　÷ 円　）　×　100　＝ 18 ％

2,573,103,014

8,112,500 162,250,000
61,750,000 1,235,000,000

11,902,807 238,056,132

46,889,844 937,796,882

250,000 3,140,000,000

566,896,986

566,896,986 3,140,000,000

3,140,000,000 2,573,103,014
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対策内容の実施時期及び対策費用 

 

今後 10 年間の対策内容の実施時期及び対策費用（短期修繕計画）を表 3-11-1 に示す。 
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表 3-11-1 対策内容の実施時期及び対策費用（短期修繕計画） 
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